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【論文要旨】
　This　article　focuses　on　some　articles　about　long　time　working　hours　in　Japan，　particularly　since
the　1990s．　The　purpose　of　that　is　to　clarify　what　the　topic　of　debate　is　and　what　is　needed　as　a　further
research．　This　article　gathers　up　from　economics，　labor　row　and　sociology　because　the　problem　of
long　time　working　hours　brings　a　dramatic　infiuence　through　our　society．
　The　problem　of　long　working　hour　is　particularly　true　for　white　color　workers．　Their　working　con－
dition　has　got　strict　cause　of　long　term　depression．　As　a　result　of　business　environment　change，　the
factor　of　that　problem　has　changed．　The　regulation　of　labor　low　has　liberalized　since　end　of　1980s．
That　makes　working　style　more　flexible．　Flexible　working　brings　them　to　harder　working　situation．
Against　this　background，　the　terrible　situation　that　process　of　Karoushi　and　Karou　suicide　has　seen
as　a　problem．
　Firstly，　this　articie　will　assess‘‘the　figure　out　of　quantitative　long　time　working　hours”，　secondly
‘‘р奄唐モ浮唐刀@about　labor　low　system”，　finally‘‘discuss　about　work　life　balance”．　Although　all　of　those
are　useful　research，　their　lack　of　analyzing　on　the　reality　of　work　place．　That　means　it　is　needed　to
analyze　from　the　personnel　management　view．
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むすびにかえて
はじめに
　本稿は，1990年代以降の長時間労働をめぐっていかなる議論がなされてきたかを整理し，今後
の研究課題を明らかにすることを目的とする。長時間労働の問題は，企業経営のみならず，働く側
の生活全体に大きな影響をもたらすと考えられるだろう。ゆえに，労働時間の適正化にむけていか
なる議論がなされてきたのか，先行研究のレビューを行う必要性があるといえよう1。
　1990年代以降の長時間労働問題の要因は，それ以前の長時間労働問題の要因とは異なるだろ
う。過労死に至るまでの過酷な労働実態が問題視されるようになった背景には，1980年代後半以
降続く労働法の規制緩和下における労働のフレキシブル化の問題があるだろう2。
　西谷敏（2004）も同様の見解を示す。バブル崩壊後の「平成不況」によって特徴づけられる
1990年代以降，日本の政治，経済，社会の全システムがかつてない大きい変動を被った。労働分
野の変化として特筆すべきは，とりわけ日本的企業社会の大きな変貌であった。90年代以降，「労
働の流動化」，「非正規雇用の増加」，「年功制から成果主義へ」，「処遇の個別化」，「働き方の多様化」
1たとえば，小倉一哉（2007）は，労働時間問題を「全体」として見た時の責任は，必ずしもどこかの当事者
　だけにあるわけではないと指摘する。長時間労働解消の役割を担うのは，政府・行政機関，企業経営者，企
　業の管理職，労働組合，そして働く人自身なのであり，法律やその実効性の問題，企業経営者の姿勢，現場
管理職の役割，そして労働組合の意義も問わなくてはならないと主張する（小倉一哉（2007），p．　ii）。
21990年代以前も，長時間労働問題は存在していた。その主たる要因は，経営合理化であった。大須賀哲夫・
下山房雄（1998）は，高度経済成長≡技術re新　＝「合理化」を経た1970年段階と，朝鮮戦争勃発当時とでは
労働の中身がすっかり違っていると指摘する。その背景には，労働に対する秒きさみの外的規制が強まり，
　労働者個々人の心身にあわせた作業の進行はもはや行えなくなったことに加え，省力化，無人化，要員のき
　りつめ，ノルマの増大があるとしている（大須賀哲夫・下山房雄（1998），p．61）。
一78一
などのスローガソが飛び交い，現実にもこうした雇用慣行の急速な変化によって企業社会の構造は
大きく変貌してきた。その背景には，経済のグローバル化を背景とする長期不況や，IT化による
労働態様の変化などがあることは明らかである3。
　熊沢誠（2010）は，1990年代後半以降の企業経営の変化に着目し，労働環境の変化を指摘する。
バブル崩壊後の長い平成不況のなか，企業は1970年代半ばから徐々に進めていた低賃金で有期雇
用の非正規労働者の活用をいっそう本格化した。その一方，年功制度の適用を受ける正社員を徹底
的に限定するようになった4。こうした状況下で，正規雇用労働者，とりわけホワ・イトカラー労働
者の労働実態は，過酷さを増していると推測できるだろう。
　1990年代以降，労働時間についていかなる議論がなされてきたのか。長時間労働問題解決に向
けた議論は数多くされている。このような議論の対象となっているものは何か，その議論の限界は
いかなるものなのか，今一度検討する必要があるだろう。以下，ホワイトカラーの長時間労働をめ
ぐる議論として，1長時間労働の計量的把握，1労働法制度をめぐる議論，皿ワーク・ライフ・バ
ランスをめぐる議論について，それらの議論の対象と限界について考察する。最後に，長時間労働
問題解決に向けていかなる研究が必要なのか，残された課題を提示したい。
1　長時間労働の計量的把握
1－1誰が長時間労働従事者か
　先行研究では，長時間労働の問題を明らかにするべく，官庁統計や独自の調査を用いた把握が行
われてきた。それらの先行研究は，どのような特性をもつ労働者が長時間労働従事者かを明らかに
している。
　小倉一哉・藤本隆史（2007）は，「労働力調査」の特別集計から，働き盛りの男性の5人に1人
が週に60時間以上働いていることを指摘する5。とりわけ，30代の働きすぎが指摘されている。ま
た，小倉一哉（2007）は労働政策研究・研修機構が2006年に行った調査をもとに，長時間労働者
の特徴を六点挙げている。第一に，女性よりも男性が長時間労働であることである。第二に，年齢
階層別に見ると，30歳代で長時間労働従事者比率が高いこと。第三に，職種別で見ると，月平均
の労働時間が200時間を超えるのは，営業・販売，研究開発・設計・SEなどの技術系専門職，現
場管理・監督，運輸・運転などであり，運輸・運転の人では，長時間労働者比率が非情に高いこ
と。第四に，勤務先の業種では，建設業，運輸業，卸売・小売業などの業種で長いこと。第五に，
勤務時間制度では，平均がもっとも長いのは，「時間管理なし」や「裁量労働制・みなし労働」で
3西谷敏（2004），pp．3－5。
4熊沢誠（2010），p．271。
5小倉一哉・藤本隆史（2007），p．3。また，森岡孝二（2005）は，2004年の総務省「労働力調査」を用いて
年齢集団別労働時間の分布を分析した結果から，いわゆる働き盛りと称される30代男性の4人に1人が週60
時間以上働いていることを指摘している。同様の指摘は，島田晴雄i・根津利三郎（2007），黒田兼一（2008）
　でもされている。
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あり，労働時間管理が柔軟な人ほど，長時間労働であること。最後に，年収階層では，一見する
と，年収が多い人ほど長時間労働であるように見えるが，詳細をみるとそうとは言えないことであ
る。総労働時間の長さ別に年収の分布状況を見ると，年収300～500万未満で最も多く，相対的に
見ると年収と総労働時間は相関しているものの，「働けば働くほど儲かる」とはいえないのが現状
といえよう6。
　30代の働き過ぎに関し，黒田祥子（2008）は，「社会生活基本調査」の個票データを用いて，日
本人一人当たり労働時間及び余暇時間の計測を行っている7。この研究によれば，月曜日から金曜
日の平均1日あたり労働時間は1976年から1986年にかけてどの層でも0．5～1時間程度増加したが，
1986年以降はほぼ横ばいになっている。看過してはいけないのは，次の点である。すなわち，30
代・大卒については1986年以降も平日の労働時間が増加を続けており，1日当たり0．3時間程度の
増加がみられる。ここから，労働時間短縮が進まなかった30代の長時間労働問題の深刻性と複雑
性が伺えよう。
　また，玄田有史（2010）は，1990年代以降は40歳以上層を中心に，正社員の給与の引き下げが
みられ，賃金の年功的傾向も弱まりつつあるなかで，正社員の長時間労働の増大を指摘する。ここ
での興味深い指摘は，三点ある。
　第一に，休業者を除く男性従業者に占める週60時間以上労働比率の変化である（総務省統計局
r労働力調査年報』より）。当初安定していた週60時間以上比率は1998年以降急上昇し，特に30歳
代の男性に占める比率は，2000年台前半期に20パーセントを大きく上回った。この状況を受け
て，玄田有史（2010）は，慢性的な長時間労働は，深刻な就業問題である過労による心身の不調
の懸念へと直結していると予測する。過労やメンタルヘルス問題など，2000年代から広く知られ
るところとなった諸問題も，背後に正社員に顕著となった長時間労働の恒常化が関わっている可能
性は少なくないだろう8。
　第二に，20歳代後半から30歳代の男性正社員が，その他の年齢層に比べて週60時間以上働く傾
向が強まっている。なかでも35歳以上39歳未満が週60時間以上働く確率が，2002年以降高まって
いることから，30代後半などの中堅層における長時間労働による業務負担の強まりを予測してい
る（『就業構造基本調査』より）。また，ここでは勤続年数との関係についても論じている。すなわ
ち，1992年および1997年に週60時間以上比率が相対的に高かったのは，勤続5年以上10年未満も
しくは10年以上15年未満の中堅勤続層だった。それが2002年になると，各勤続年数区分ともに共
通して週60時間以上比率は上昇する。そのうち入社後まもない短期勤続層ほど上昇割合は大き
く，勤続2年未満が最も高くなっているのである。長時間労働をしている確率が最も高かったの
は，1992年時点では5年から15年といった中期勤続層だった。ところが，1997年になると中期勤
6小倉一哉（2007），pp．32－35。
7黒田祥子（2008），pp．11－16。
8玄田有史（2010），p．205。
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続層に比べて短期勤続層が長時間労働をする確率が低いという傾向は，消失した。それが2002年
になると，さらに劇的な変化が生じる。入社5年未満を中心に会社に入ってまもない短期勤続層
が長時間労働にさらされる傾向が明らかに強まったのである。長期勤続層が長時間労働をずっと免
れている一方，週60時間以上働くことの負担が長期勤続層へと拡大した。玄田有史（2010）は，
こうした変化の背景に，1990年代から2000年代の不況期にかけて，労働市場の流動化が指摘され
ると同時に，新規学卒者や転職者の採用の条件として，「即戦力」人材であることの必要性が喧伝
されたことを挙げている。その結果，就職直後の段階から長時間労働の業務をこなすのを厭わない
ことを，正社員採用の条件として重視する傾向を多くの企業が強めたという解釈と整合的である。
このような採用条件の変化が即戦力志向の高まりとみなされていったのである9。
　第三に，長時間労働が問題となる企業規模の変化である。1990年代初めまで長時間労働は，主
として零細企業で働く人々が直面する課題であった。それが2000年初めになると，一転して大企
業の就業者に顕著な問題へと移行したのである10。
1－2　統計からは見えてこない長時間労働の実態
　以上，先行研究による計量的な長時間労働の把握から，長時間労働老の特徴と，その変化につい
て見てきた。日本の長時間労働問題を考える際，こうした長時間労働者の特徴とその変化を把握す
ることに加え，見落としてはならない問題がある。それは，いわゆる「サービス残業」問題である。
小野旭（1991）は，個人レベルで調査する総務省の「労働力調査」と事業所単位で調査する厚生
労働省の「毎月勤労統計」との間に乖離が生じていることに着目し，総務省「労働力調査」一厚生
労働省「毎月勤労統計」によって，年間200時間程度の「サービス残業」が存在することを明らか
にした11。以後，様々な手法によって，「サービス残業」の把握が試みられてきた。
　森岡孝二（1995）は，経済企画庁（1991）「国民生活審議会の部会委員会報告」『個人生活優先
社会をめさして』にならい1993年の「サービス残業」の推計を行っている。これによると，労働
者一人当たり年間354時間の「サービス残業」が行われていた。経済企画庁（1991）が1989年のデー
タをもとに算出した340時間よりも増加している。この点について，森岡孝二（1995）は，「深刻
な不況のなかで残業が減っているといわれながらサービス残業が増えているのは，企業が不況を理
由に残業手当の予算枠を低く抑え，残業手当の支払いに以前より厳しい時間的上限を設けているか
らである」と指摘している12。
　早見均（2002）は，1999年の日本労動組合総連合会が行った「職場の実態と雇用確保の方向性
の意識調査」産業別調査データから，月当たりの「サービス残業の実態」を把握している。これを
9同上，pp．218－219。
10同上，p．219。
11小野旭（1991），pp．　74－77。
12森岡孝二（1995），p．31。
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もとに，rサービス残業」を算出すると全産業平均で，月約4．3時間存在することとなる。最も少な
い産業は，金属で0．6時間であり，最も多い産業は金融・保険で19．9時間であった13。
　高橋陽子（2005）は，（「毎勤」一「賃金構造基本統計調査」）により事業所調査と世帯調査との間
の労働時間のギャップを「サービス残業」として試算している。これによると，1日の「サービス
残業」は約2．06時間である。また，この数値は（「労働力調査」一「毎月勤労統計」）で算出される
「サービス残業」よりも，連合（2002）「連合生活アンケート」で算出された数値に近いことを指
摘している14。
　小倉一哉（2004）は，労働力調査と毎月勤労統計の差から，性別，規模別，産業別に1970年か
ら2002年の「サービス残業」の推移をみている。ここでは，年によって変動があるものの，「サー
ビス残業」は長期的に増加傾向にあることが明らかにされている15。とりわけ，1990年代後半以降
の「サービス残業」増加が特徴的である。
　また，統計的な労働時間からはなかなか把握するのは難しいもう一つの問題として，過労死，過
労自殺の問題も重大である。熊沢誠（2010）は，過労死・過労自殺をしている人の特徴の一つに
サービス残業に従事していることを第一に挙げている16。さらに，過労死・過労自殺の労災請求件
数と認定率を示し，増加傾向にあることを指摘する17。
1－3　長時間労働の計量的把握とその限界
　以上みてきた長時間労働の計量的把握を試みた研究蓄積は，長時間労働の実態を誰の目にも明ら
かな形で示した点で大きな功績である。しかも，必ずしも統計上は見えない「サービス残業」につ
いても，各種の統計を用いてその存在と傾向を示した点においても貴重な研究である。さらに，こ
れらの研究は，どういった労働老が長時間労働に従事しているかについても明らかにしており，長
時間労働の研究を切り開く上で，高く評価されるべきであろう。
　しかし，なぜ長時間労働が生まれるのか。30代～40代の働き盛りのホワイトカラー労働者が働
きすぎに至る職場構造ないし，管理構造が明らかにはなっていない。この点について，職場の人事
13早見均（2002），pp．52－53。
14高橋陽子（2005），pp．57－59。
15小倉一哉（2004），pp．23－34。
16熊沢誠（2010），p．34。ここで，列挙されている過労死・過労自殺の諸要因は，以下の七点である。①労働
　時間管理が暖昧で，サービス残業が常態化している。②深夜労働をふくむ二交代制のため，睡眠時間の確保
　が危うく，疲労が蓄積される。③数値的に明瞭であるか否かを問わず，生産量，品質，契約高，そして納期
　などについてのノルマの「達成」がきびしく督励されている。とくに注意すべきは，往々にしてチームノル
　マが個人ノルマでもある管理者や現場リーダーの場合である。④仕事の室がストレスフル，あるいは重筋的
　であって，身心の疲弊をまぬがれない。⑤職場の要員が少ない。業務の支援体制がない。またはひとり作業
　である。⑥成果主義が浸透するなか，上司が抑圧的である。同僚関係も競争的で職場に助け合う雰囲気がな
　い。⑦労働者の収入に占める基本給の比率が低い。
17熊沢誠（2010），p，34，　pp．17－29。
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労務管理の視点から，分析を重ねていく必要があるだろう。労働時間の統計分析にとどまらず，長
時間労働の構造に目を向けた研究の必要性がここにあるといえる。
皿　労働法制度をめぐる議論
1［－1規制緩和が進む労働法制度
　労働基準法第32条では，1週40時間を超えて労働させてはならず，かつ，1日8時間を超えて労
働させてはならないことが規定されている。それにも関わらず，なぜ1日8時間を超えて労働す
ることができるのか。
　西谷敏（2004）が指摘するように，労働法制の規制緩和や弾力化は，いうまでもなくこの間の
労働関係の変化と密接に関係している。日本はもともと労働法的規制の緩やかな国である（その意
味において「非法的」である）ため，90年代半ばまでは，使用者は，重要な法律改正なしに急激
な労働慣行を変更を推進することができた。しかし，使用者による一層の弾力化の目論見がついに
その緩やかな法的規制とさえ衝突するに至ると，経営者団体は規制緩和ないし規制改革のスローガ
ンのもとに労働法制改編を執拗に要求し，それが次々に実現していった。現在もなお，その勢いが
止っているわけではない。そして労働法制の改正が，企業社会の変化をさらに加速させている18。
　法学ではいくつかの政策目的のために，政府が労働時間を規制する必要があると考えられてき
た19。水町勇一郎（2007）によると，長時間労働問題を背景に，労働時間制度をどのように制度設
計しなおすかが，現在の日本の重要な政策課題になっている20。菅野和夫（2004）は，1988年以来，
（企業調査によって行われる）厚生労働省「毎月勤労統計」でみる労働時間が大きく短縮されたき
っかけは，1987年労基法改正にあると指摘する21。この指摘は，先に見た計量的長時間労働の把握
とは異なる。この間，30歳代の労働時間は増加傾向にあり，また，週60時間以上働く人の比率も
増加傾向にある。このように，統計の見方によって，見えてくる労働時間の実態も異なる。その理
由の一つが，1987年以降に行われてきた労基法改正にあるといえよう。
　労働時間規制には，規制緩和の波が押し寄せている。水町勇一郎（2010）が指摘するように，
産業構造の変化に伴って，労働法の前提とされていた標準的な労働者が減少し，多様なタイプの労
働者が増加したことが，労働法の転機の要因である。工業化社会の原動力とされた集団的・均質的
な工場労働者とは異なる自律性・裁量性の高いホワイトカラー労働者，専門性の高い技術労働者，
時間労働・期間等が限定されたパートタイム労働者・有期契約労働者・派遣労働者などが増加して
いった。すなわち，労働法が前提としていた「工場で集団的・従属的に働く均質な労働者」像は，
現実の社会のなかでは次第に標準的なものではなくなり，実態としての労働者はより多様なものと
18西谷敏，pp．3－5。
19樋口美雄（2010），p．30。
20水町勇一郎（2007），p．241。
21菅野和夫（2004），pp．199－200。
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なっていった22。
　西谷敏（2004）も同様の見解を示す。80年代の労働法制改革の頂点は労働時間制度を中心とす
る労基法改正であった。その背景には，公式統計情も一貫して年間2000時間を超えていた日本の
長時間労働が，労働組合の強力な運動によって大幅な時間短縮を進めてきたヨーロッパ諸国との間
で甚だしい隔絶を示すという事情があり，また輸出主導の日本経済が貿易摩擦をもたらし，日本政
府としても，内需拡大政策の一環として時間短縮を進めることをよぎなくされるという事情があっ
た。1986年の前川レポートをはじめ各種審議会や研究会が2000年に向けて早期に年間総労働時間
を1800時間にまで短縮するとの目標を打ち出したのを受けて，1987年には労基法が改正され，
1988年から施行された。改正法の主な内容は，①労基法成立以来，1日8時間，1週48時間とされ
てきた労働時間の原則を，1週40時間，1日8時間とし，ただしそれを段階的に実施するために，
具体的には政令で週労働時間の基準を決定することとする（当面，原則週46時間，1991年からは
原則44時間），②変形労働時間制の拡大（4週間単位の変形制を1ヶ月単位とし，3ヶ月単位変形
制と1週間単位非定型変形制を導入），③フレックスタイム制の導入，④事業場外労働および裁量
労働（専門業務型）のみなし労働時間制の導入，⑤年次有給休暇の最低日数の6日から10日への
引き上げ（猶予措置あり）と，所定労働時日数が少ない労働者についての比例付与制度の導入，⑥
年間年休制度の導入である。たしかに，87年労基法改正によって週40時間労働制が法律に書き込
まれたこと自体は，ひとつの前進と評価すべきであろう。しかし，その際に労働時間のイメージが
転換され，変形制の拡大や裁量労働制の導入によって8時間労働制の発想が大きく後退したこと
は，その後さらにこうした弾力的労働時間制度が拡大されていく出発点になったものとして，記憶
にとどめておかねばならない。ここに「おずおずとした時短と規制の大胆な弾力化」が始まったの
である23。
　労働時間規制をめぐる議論の焦点となるのはホワイトカラー労働者であろう。青野覚（2006）
は，1980年代後半以降，ホワイトカラー労働者の増加を背景に，度重なる労基法改正が行われて
いることを指摘する。すなわち，1987年以降の労働基準法改正の焦点は，ホワイトカラーの労働
時間規制であり，その新しい働き方に対応して労働時間の規制様式も大きく変化している24。ホワ
イトカラーの労働時間規制がいかに変化しているのか。以下，ホワイトカラーの労働時間規制の変
化に着目し，（1）変形労働時間制，フレックスタイム制，（2）みなし労働時間制，裁量労働制の規制緩
和の経緯と，（3）管理監督者の拡大解釈問題の三点を見ていく。
（1）変形労働時間制，フレックスタイム制
　法定労働時間の枠を柔軟化する制度として，1987年および1993年の労基法改正により認められ
22水町勇一郎（2010），p．25。
23西谷敏（2004），pp．64－66。
24青野覚（2006），p．120。
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た変形労働時間制（1ヵ月，1年，1週間単位）とフレックスタイム制がある25。
　旧労働省による労働時間規制の弾力化の趣旨は，一方で「第三次産業の占める比重の著しい増大
等の社会経済情勢の変化に対応」し，他方で「労使が労働時間の短縮を自ら工夫しつつ進めていく
ことが容易となるような柔軟な枠組みを設けること」を通じて，「労働老の生活設計を損なわない
範囲内において労働時間を弾力化し，週休二日制の普及，年間休日日数の増加，業務の繁閑に応じ
た労働時間の分配等を行うことによって労働時間を短縮すること」である26。
　変形労働時間制とは，1ヵ月や1年間などの単位期間において，所定労働時間の合計が法定労働
時間の総枠（単位期間内の労働日数x8時間）のなかであれば，1日，1週の所定労働時間が1日，
1週の法定労働時間（8時間，40時間）を超えても，所定労働時間の限度で時間外労働の取り扱い
をしない制度である。これは，法定労働時間を単位期間内で平均化（弾力化）することによって，
法定労働時間が予定する法定労働時間の形の変形を認める制度である。また，フレックスタイム制
とは，労働老がフレキシブル・タイムの時間帯内で自由に出社し，退社できる制度である。通常
は，労働者が出社しているべき時間帯としてのコア・タイムが設けられている。また，一定の単位
時間（通常は1ヵ月）において達成すべき労働時間だけは働くことが条件とされ，単位期間の末
に，労働時間を総計し，契約時間との関係での過不足を清算する27。
　こうした労働時間規制の弾力化に共通する特徴は，変形・清算期間内の総所定労働時間が，平均
して，週あたりの法定労働時間を超えないかぎり，ある日，ある週の所定労働時間が法廷労働時問
を超えても，それを時間外労働としてはとりあつかわない，ということである。したがって，三六
協定の締結は必要ではなく，妊婦が請求した場合を別とすれば，女子をふくめて労働者には労働義
務があり，割増賃金を支払う必要はなく，もとより使用者は三二条違反を理由として刑罰を科され
ることはない28。
　戸谷義治（2009）が指摘するように，基本的に時短の推進に寄与するものとして導入されてき
た変形労働時間制やフレックスタイム制は，一面においては，使用者に一定程度柔軟な労働時間設
定を可能とすることによって結果的に総労働時間の縮減効果をねらったものである。しかし，他面
において1週40時間制の導入を円滑に進めるために一種のバーターとして導入された側面がある29。
　これら労働時間の弾力化が持つ問題点について，萬井隆令（2001）は，次のような指摘をする。
すなわち，変形労働時間制は，業務の繁忙期に法定労働時間を超える労働を所定の労働として肯定
し，計算上の時間短縮によって超勤手当の削減にもなるから，企業経営上は合理的である。しか
し，それが労働者の生活に与える影響は小さくはないのである。第一に，所定労働時間については
25水町勇一郎（2007），p．252。
26萬井隆令（2001），p．279。
27菅野和夫（2004），pp．212－213，　pp．216－217。
28萬井隆令　（2001），　p．279。
29戸谷義治（2009），p．50。
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労働義務があるから，特定の日・特定の週に長時間労働を強いられる。もとより総枠規制があるか
ら，他方では労働時間の短い日や週が生じ，あるいは休日が増加するのである。第二に，規制の弾
力化によって，労働者の生活全体が不規則で不安定な状態におかれる。第三に，時間外手当の減少
である。業務の変動の波にあわせて労働時間を効率的に配分し，従来の定型的労働時間制のもとで
閑散期に生じていた手待ち時間を削り，あるいは労働時間を圧縮して，その分だけ繁忙期にふりむ
けるとすれば，たしかに計算上の労働時間は短縮される。しかしそれは，おなじだけの業務量を短
い時間で集中して処理するということであり，必然的労働密度は上昇するにもかかわらず，逆にこ
れまで支払われてきた時間外手当は減少するのである。また，フレックスタ・イム制に関しては，
「清算」という，従来の労働時間制度上は存在しなかった概念を導入して，一応，契約時間を設定
はするものの，一清算期間ごとに総労働時間に長短があり，したがって契約時間に対して過不足が
生じることを当初から予定している制度であると批判している30。
　以上のような批判はあるが，西谷敏（2004）は，フレックスタイム制は，一定期間の総労働時
間の規制を前提とし，その枠内での時間設定について労働者が裁量権を持つ点について，評価でき
るとしている。しかし，総労働時間の規制を予定しない裁量労働制は，これと全く異なるとい
う31。この裁量労働制の中身について，以下でみていこう。
②　労働時間のみなし制
　みなし労働時間制とは，実労働時間による労働時間算定の例外として，実際に何時間労働したか
に関わらず，一定時間労働したものとみなす制度を設けている。みなし労働時間制には，事業場外
労働のみなし制と裁量労働のみなし制がある。さらに，裁量労働のみなし制は労基法改正により対
象範囲が拡大されている。すなわち，裁量労働のみなし制は，1987年の労基法改正において導入
された専門業務型裁量労働制と，1998年および2003年の労基法改正により導入された企画業務型
裁量労働制の二つに分類される32。
　萬井隆令（2001）は，裁量労働制は，労働時間は客観的に把握するべきとする労働時間法制の
根幹をゆるがすものにほかならないと強く批判する。その所以は，労働時間のみなし制は，実際に
行われた労働をはかるのではなく，あらかじめ必要であろうと考えられる労働時間を予測して「み
なす」わけであるから，制度上は必然的に実際と予測の間に多少の差が生じるとか，臨時的な業務
量の波動が生じた場合にある程度の時間数の差が生じるためである。また，裁量労働制は，労働者
が「業務の遂行集団および時間配分の決定等」を自由な「裁量」で行う建前になっているから，労
働時間を「みなす」こと自体が裁量制と矛盾するともいいうるのである33。
30萬井隆令（2001），pp280－287。
31西谷敏（2004），p．86。
32同上，pp．255－258。
33萬井隆令（2001），pp．288－289。
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　この労働時間みなし制をめぐり，成果主義的労務管理を可能にする労働時間法制を求める観点か
ら，近年議論が巻き起こっている。すなわち，ホワイトカラーについての労働時間制は，労働時間
みなし制では不十分であり，みなし制を超えて労働時間規制自体の適用除外にまで進むべきである
とする見解が，2001年以降の政府政策に採用されたのである。そして，2005年からの労働時間制
の立法論議の過程で，新たな労働時間規制の適用除外制度が，最終的には「時間管理型労働制」と
いうネーミングで提案された。それが，上層のホワイトカラーに労働時間規制の適用を免除するア
メリカの法制度をルーツとする日本版ホワイトカラー・エグゼソプショソである34。
　道幸哲也（2009）は，平成以降（つまり，1990年代以降）になるとサービス残業問題が注目を
浴びると共にいわゆるホワイトカラー・エグゼンプショソの立法構想が再三浮上し，激しい論争の
対象になっており，労働時間制やその立証方法等につき多用な裁判例が続出しているとしていると
指摘する35。なぜ，ホワイトカラー・エグゼンプションの必要性があるのだろうか。
　菅野和夫（2004）は，裁量労働制について，労働時間管理になじまない自律的な専門的・経営
管理的労働については対象範囲をより包括的に定義し直したうえで，労働時間規制の適用免除の制
度として再編成したほうがよい36との見解を示す。
　日本経済団体連合会（2005）は，規制緩和の方向で労働基準法の改正が行われたことに対し，
規制緩和とはいってもその内容はいまだ不十分であり，現行の労働時間法制は依然としてホワイト
カラーの主体的な働き方に十分資する内容とはなっていないと批判の意を示した37。すなわち，労
働時間制度の規制緩和の終着点といえるであろう，ホワイトカラー・エグゼソプショソの議論がこ
こに浮上したのだ。
　ホワイトカラー・エグゼンプショソの推進派である入代尚宏（1999）は，「ホワイトカラー全般
を，原則として労働時間管理規制の対象外とする必要がある」と主張した38。その根拠について八
代尚宏（2009）は，慢性的に長い労働時間の改善には，意識ではなく制度の改善が必要であると
主張する。ホワイトカラーの多くは個人単位の働き方で，仕事の具体的な進め方を任されており，
とくに高度・専門的な業務の比率が高まるなかで，就業時間とそれ以外の時間との区別が曖昧な働
き方の労働者が増えている。よって，工場労働者のように厳密な労働時間にかかわる規制を機械的
に適用することは，職場の実態に沿わない場合が多いことがその理由である39。
　こうしたホワイトカラー・エグゼンプション推進派の論調に対し，森岡孝二（2009）は，ホワ
34青野覚（2006），pp，137－138。
35道幸哲也（2009），p．1。また，労働時間の定義については，「労働時間」を明確に定義した条文はなく，
　「指揮命令」の解釈が問題になり，形式的な指揮命令の有無のみならず，実質性を含めて判断すべきと主張
　している（p．12）。
36菅野和夫（2004），pp．222－223。
37日本経済団体連合会（2005），p．1。
38八代尚宏（1999），p．137。
39八代尚宏（2009），pp．187－188。
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イトカラーをことさらブルーカラーと区別し，ホワイトカラーの働き方の多様化と個別化を志向し
た市場個人主義的な労働改革であると批判する40。小畑史子・佐々木勝（2008）で言われているよ
うに，現在，ホワイトカラー・エグゼンプショソの導入に関しては，労使が対立しており，この先
導入されるかどうかはわからない状態である。仕事に裁量権のある労働者とはどこまでのことをい
うのか，収入要件はいくらまでなのか，それらの線引きをどこにするかで労使間に食い違いが見ら
れる41。
（3）管理監督者をめぐる問題
　仕事の裁量権に関し，労使間の見解が食い違った問題の一つに，管理監督者をめぐる問題があ
る。この管理監督者の問題は，2008年1月，現役の店長が残業代の未払いをめぐって日本マクド
ナルドを訴えた裁判が報道されたことを契機に，「名ばかり管理職」や「偽装管理職」といった言
葉で，世間の注目を浴びることとなる42。
　なぜ，「名ばかり管理職」問題は生まれたのか。梶川敦子（2007）は，法が本来予定する「管理
監督者」に該当しないような労働者まで広く管理監督者として，適用除外扱いされている例が少な
くないことを指摘し，その要因を二つ挙げている。第一に，どの程度の役職につくと，「管理監督
者」に該当するのかどうかの判断基準はそれほど明確ではないことである。第二に，同じように労
基法上適用除外が認められている「監視・断続的労働者」（第41条3号）については，事前に労働
基準監督署所長の許可を得るという手続要件が定められているが，「管理監督者」にはそのような
手続き要件が課されていないことである。本来，原則的な労働時間規制がなじまないタイプの労働
者のうち，管理監督者以外の者については，主に，より長時間労働の防止等に配慮した裁量労働制
のみなし労働時間制の適用下におかれることが想定されていた。しかし，裁量労働のみなし労働時
間制は，手続要件などが厳格であることもあり，その導入は依然として進んでいない。つまり，実
態としては，労働時間規制がなじまないタイプの労働者については，むしろ「管理監督者」扱いと
することで対応している例も少なくないと推測される43。
　「名ばかり管理職」問題は，法の解釈にとどまる問題ではない。企業とって「名ばかり管理職」
は，「人件費の固定化」に向けた戦略の一環に他ならない。本来，人件費は労働者の数と労働時間
で決まるもので，売上ではなく仕事量に連動するはずである。しかし，「労働時間にかかわらず一
定の賃金で働く労働者」を多くしようとする経営側の意向のもとで，「人件費の固定化」が図られ，
名ばかり管理職の問題が起きているのである44。
40森岡孝二（2009），pp．217－218。
41小畑史子・佐々木勝（2008），pp．101－102。
42詳細は，東京管理職ユニオソ（2008），pp．7－22。
43梶川敦子（2007），pp．21－22。
44NHK「名ばかり管理職」取材班（2008），　pp．111－113。
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皿一2　労働法制度をめぐる議論とその限界
　労働法制度をめく”る議論の主な対象は，ホワイトカラー労働の働き方に合わせて，いかなる制度
構築をするかが主な議論の対象といえよう。
　小畑史子・佐々木勝（2008）は，働き方が多様化する中で，ホワイトカラーの仕事の内容から
して労働時間の長さと仕事の成果が必ずしも一致しないという意見を受け，そうだとするならば，
労働時間規制を設けることに意味はないと主張する。早く仕事を終えた方が余暇の時間が多くな
り，しかも早く終わったからといって，報酬が減るわけでもないので，この報酬方法は使用者が労
働者の働く努力水準を監察できなくても労働者に懸命に働くイソセソティブを与えると予測する45
が，果たしてそうだろうか。濱口桂一郎（2009）は，こうした論調に対する労働側のまともな反
論として，機械金属産業労組の「実態としては，そこに自由な働き方，自立的な働き方などという
のはないのだと。むしろ長時間すぎて，それによって過労死や過労自殺が生じているのだという実
態をふまえていただきたいと思います」という意見を紹介している46。長時間労働の主たる要因は
仕事量が多いこと，それが多くの先行研究が指摘するところである47。
　こうした実態を見て，今後いかにして長時間労働問題の解決の糸口を見出すのか。現在行われて
いるように規制緩和により，労働法制度を変えるのか。それとも，長時間労働が発生する現場を変
えるのか。これまで見てきたように，規制緩和，または既存の法解釈の拡大は，より深刻な長時間
労働を招くことにつながるだろう。労働時間規制を弾力化，さらには撤廃し，労働時間管理を労働
者個々人にゆだねることに，筆者は危機感を覚えずにはいられない。
　そもそも，現段階で，なぜ労働時間規制が職場で機能しないのだろうか。熊沢誠（1993）が指
摘するように，日本の多くの労働者は，人事考課によって，がんばりを半ば強制されている。査定
は労働者の競争的な働きぶりとその成果をみている。残業をいやがらずにやるかどうか，サービス
残業までするかどうかをみている。残業を時間どおり深刻しない日本のサラリーマソの悲しい修正
も，あの仕事をそんな短い時間でやったのかという記憶を管理者に残したいからに他ならない48。
　このように見れば，今後の筆者に残された課題は，現場の実態に着目し，問題を掘り下げていく
ことであると考えられる。労働法制の規制緩和下における長時間労働問題の要因構造に関し，職場
の実態分析を通じた詳細な分析をしていく必要があるだろう。
皿　ワーク・ライフ・バランスをめぐる議論
皿一1ワーク・ライフ・バランスをめぐる議論の背景と対象
近年，少子高齢化問題を背景にワーク・ライフ・バラソスの議論への注目が集まっている。厚生
45小畑史子・佐々木勝（2008），p103。
46濱口桂一郎（2009），pp．32－33。
47たとえば，小倉一哉（2007），佐藤厚（2008），黒田兼一（2008）など。
48熊沢誠（1993），pp．37－38。
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労働省（2006）は，少子化の要因のひとつに，30代を中心とした長時間労働問題があると指摘す
る49。
　2007年，内閣府は「我が国の社会は，人々の働き方に関する意識や環境が社会経済構造の変化
に必ずしも適応しきれず，仕事と生活が両立しにくい現実に直面している」とし，「誰もがやりが
いや充実感を感じながら働き，仕事上の責任を果たす一方で，子育て・介護の時間や，家庭，地
域，自己啓発等にかかる個人の時間を持てる健康で豊かな生活ができるよう，今こそ，社会全体で
仕事と生活の双方の調和の実現を希求していかなければならない」として，「仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バラソス）憲章」を策定した。この中で，仕事と生活の調和が実現した社会と
は，「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き，仕事上の責任を果たすとともに，家
庭や地域生活などにおいても，子育て期，中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が
選択・実現できる社会」であるとして，①就労による経済的自立が可能な社会，②健康で豊かな生
活のための時間が確保できる社会，③多様な働き方・生き方が選択できる社会を目標に掲げてい
る50。
　このように，政府がワーク・ライフ・バランスに取り組む背景にあるのは，近年深刻化する少子
化問題である。これまでの政府の少子化対策は，保育サービスの拡充に始り，男女の育児休業取得
など仕事と子育ての両立支援，そして働き方の見直しを含む仕事と生活の調和へと，徐々にその範
囲を拡げてきている。政府がこれほどまでにワーク・ライフ・バラソスに取り組む背景には，働き
方改革を加速させ少子化傾向の反転につなげたい狙いがある51。
　こうした流れの中で，日本経済団体連合会（2007）は，少子高齢化にともなって労働力人口が
減少する中で，ワーク・ライフ・バラソスを推進することが企業の競争力強化につながるとして，
対応策を提示している52。その柱は，「働き方の再考一多様な働き方の整備一」と「両立支援を促
進する職場風土の醸成」の二本である。働き方再考の内容としては，「性別・年齢・国籍を問わず，
多様な人材の能力発揮を促進すること」を前提に，企業の実情に応じた，労働時間，就業場所，休
暇などについて，多様な働き方の選択肢を整備，提供することの要請である。また，男性とくに子
育て世代の働き方の再考が必要だとしたうえで，働き型の自由度を高めるための法制度の規制改革
を要望している。一方，両立支援を促進する職場風土の醸成に向けては，経営トップがワーク・ラ
イフ・バランスを経営上の基本方針の一つにするよう求めている53。
　ワーク・ライフ・バランスに対する労働側の意見は，上記の政府，経営側の見解と相違があると
いえよう。すなわち，働き盛り層の男性の長時間労働問題の深刻化を受けて，「ワーク・ライフ・
49厚生労働省（2006），pp．219－22。
50内閣府（2007），pp．1－4。
51日本労働研究・研修機構（2007），p．25。
52詳細は，日本経済団体連合会（2007）。
53日本労働研究・研修機構（2007），p．32。
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バランス」をキーワードに，長時間労働の削減による働き方の改善を主張している。2007年の春
闘では，労働時間管理の協定化と三六協定の総点検運動を行うとともに，時間外・休日労働の割増
率アップなどを訴えたが，実際に取り組んだ単組はそう多くはなかった54。
皿一2　ワーク・ライフ・バランスをめぐる議論とその限界
　今野浩一郎（2008）が指摘するように，このワーク・ライフ・バランスの確立は，今や政策的
な課題であるといえるだろう55。ワーク・ライフ・バランスをめぐっては，その働き方をいかに変
えるかという問題意識のもと，さまさまな制度づくりをめぐって議論がなされている。しかし，岡
田真理子（2008）が指摘するように，最近のワーク・ライフ・バランス論は，まず労働者個人の
ライフを成立させるためにワークをどのように規制あるいは処理していけばよいのか，そのための
枠組みは何かという議論が主流になっている56。そのため，ワーク・ライフ・バランスをめぐる論
議の中では，その枠組みに関する議論が中心であり，長時間労働を招いた構造や原因が分析される
ことは少ない。バランスを崩す要因の一つである長時間労働の構造分析を十分にすることなく，有
効な政策が打ち出せるのか疑問を持たずにはいれない57。ワーク・ライフ・バラソスの議論は，女
性を対象とした施策に関するものが多い。
　しかし，果たしてそれらは，ワーク・ライフ・バラソスを規定する議論として十分なのだろう
か。ワーク・ライフ・バラソスは，女性だけに限られた問題ではない。男性を含めた労働者全体に
かかわる問題である。すなわち，労働者が真のワーク・ライフ・バランスを構築するためには，ま
ず，長時間労働問題を解決する必要があるだろう。
　佐藤博樹（2008）は，「ワーク・ライフ・バラソス職場」を構築するためには，残業や休日出勤
を当然視する働き方の改革が不可欠であるであるとして，業務量を所与としてその完遂のために必
要な労働時間を投入し続ける仕事管理・働き方ではなく，投入できる労働時間を所与としてその労
働時間を活用して付加価値の最大化を目指す仕事管理・働き方に切り替える必要があると主張す
る。そのため重要なこととして，業務の優先順位付け，無駄な業務の削減，時間当たりの生産性の
向上（仕事の効率化）への取組をあげ，さらに，こうした取組みにおいて労働組合に期待される役
割も大きいとしている58。
　この労働組合の役割について，大沢真知子（2006）はイギリスの労働組合が，ワーク・ライフ
・バランスの導入に際し，重要な役割を担っていた事例を紹介し，日本においても組合の役割も重
54同上，p．　28。
55今野浩一郎（2008），p．1。
56岡田真理子（2008），pp．140－141。
57山ロー男（2009）は，過剰就業がワーク・ライフ・バランスに与える影響について分析している。しかし，
　バランスを崩す要因である過剰就業の実態については，十分な分析は行われていない。
58佐藤博樹（2008），pp．235－236。
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要になるだろうと予測する59。
　労働組合は，いかにワーク・ライフ・バラソスに取り組めばいいのか。職場でワーク・ライフバ
ラソスを実現させるために必要なものは，適切な管理に他ならない。筆者は，職場における適切な
管理に労働組合が必要であろうと考える。同様の指摘は，富田義典（2010）でもされており，枠
組みのみのワーク・ライフ・バランスの導入は風呂敷残業が発生するだけであるとして，制度を運
用する際には，労働組合の参加が必要であると説く。続けて，仕事量，業務量，要員数，労働時
間，教育訓練，管理ノウハウなどの諸要因を取り上げ，それらを労使で協議することがワーク・ラ
イフ・バランスの活動のかたちであると主張している60。
　以上のワーク・ライフ・バラソスをめぐる議論から見えてくることは，ワーク・ライフ・バラソ
スを確立するためには，まずは長時間労働問題に取り組む必要があるということである。すなわ
ち，ワーク・ライフ・バラソスに取り組むことというのは，長年，わが国で問題となっているにも
関わらず，未だ解決されていない長時間労働問題に，政労使が真摯に取り組むことを意味するとい
えよう。
むすびにかえて
　本稿は，1990年代以降の労働時間をめぐる議論について，長時間労働の計量的把握，労働法制
度をめぐる議論，ワーク・ライフ・バラソスをめぐる議論について検討した。それぞれの領域で問
題解決に向けたさまざまな主張がなされてはいるものの，肝心の長時間労働の構造分析はいまだ十
分とはいえないことを論じた。
　なぜ長時間労働を規制する必要があるのか。鷲谷徹（2010）は，以下の7点を指摘する。すな
わち，労働者の健康確保，労働者の個人的生活時間の保持，労働者の労働能力を含む潜在的可能性
の向上，ワークシェアリソグによる雇用拡大，生活時間とりわけ社会的文化的生活時間の増大によ
る余暇生活の充実を通じた経済活性化，企業にとってのメリット，公正な国際競争条件の実現であ
る61。
　筆者はこうした考えに深く賛同しつつ，本稿の議論を踏まえ，ここで新たに一つ付け加えたい。
それは，労働老各個人が，ライフステージにおける重要な選択肢にしっかり向き合い，納得のいく
人生設計を構築するということである。本稿では，これまで40～50代の問題であった長時間労働
が，30代へと移行し，年々，若年層に降りてきているということが明らかにされた。また，ワー
ク・ライフ・バラソスの議論では，子育て支援施策や，働き方の多様化等が議論されていた。働き
方の多様化は，労働法制度の規制緩和を通じて1980年代後半以降，押し進められている。しか
し，こうした施策を傭瞳した際，真のワーク・ライフ・バラソスの実現へ向けた道のりの厳しさを
59大沢真知子（2006），pp．215－216。
60富田義典（2010），pp，23－24。
61鷲谷徹（2010），pp．110－112。
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痛感せずにはいられない。まずは，30代男性の働きすぎを是正することに焦点を置き，真摯に取
り組む必要があるだろう。これは，ワーク・ライフ・バラソスという言葉以前の問題であり，それ
以上に深刻な問題であるがゆえに，解決が急がれるだろう。
　では，長時間労働問題の解決に向けて何が必要なのか。長時間労働問題の研究は，長時間労働が
発生する現場にこそ分析のメスを入れなければならない。職場における仕事の量，人事労務の実
態，そしてそれをめぐる労使の動向などにこそ分析のメスを入れるべきであろう。また，労働者の
利益を損なわずに労働時間の短縮を進めていく上で労働組合の果たす役割にも注目すべきであろ
う62。
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